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◯松野委員 公明党福岡市議団を代表して４点について尋ねる。まずは、自転車の安全利用

について尋ねる。モラル・マナーの向上については、これまでも条例制定への尽力を初め、

市職員、指導員、市民ボランティアの地道な取り組みが、市民モラルやマナー向上の一助に

なっていると感じている。その中で、今回は特に自転車と喫煙について質問をしたいと思う。

最近、自転車は、公安委員会や東京都を初めとする自治体が重要課題として取り組むテーマ

の一つである。特にスピードの出し過ぎや、携帯電話を操作しながら、あるいはヘッドホン

を着用しての運転など、いまだにマナーが悪い利用者により、自転車と歩行者の事故はふえ

ているのではないだろうか。そこで、過去３年間の自転車と歩行者との交通事故発生件数の

推移、及び死亡事故の発生件数について尋ねる。 

△市民局長 市内における過去３年間の自転車と歩行者の交通事故発生件数であるが、平

成 21 年が 51 件、平成 22 年が 50 件、平成 23 年が 56 件である。なお、死亡事故について

は発生していない。 

◯松野委員 死亡件数はゼロ件という答えだが、自転車利用中の事故後に日にちを置いて

亡くなると、これは自転車による死亡事故とは認知されない。しかし、平成 21 年、東区で

傘を差した自転車が歩行中の男性と衝突し、その後、その男性は亡くなったと聞いており、

実質的には死亡事故ではないだろうか。そこで、23 年度の自転車安全利用の推進事業の決

算額及び安全運転啓発に係る主な事業内容について尋ねる。 

△市民局長 23 年度の自転車安全利用推進事業の決算額は 1,066 万円余である。主な事業

内容については、自転車教室等の開催、自転車安全利用の手引・指導者用手引の作成、ハン

ドプレートによる街頭啓発の実施、自転車の安全利用に関する条例の検討など、自転車安全

利用の推進に取り組んだところである。 

◯松野委員 過去に行ったモラル・マナーに関するアンケート結果で、自転車の利用マナー

に対し市民からどんな声があったのか尋ねる。 

△市民局長 平成 24 年６月に行った市政アンケートの結果の主なものでは、本市では自転

車の交通ルールやマナーが守られているかとの問いに対して、「どちらかといえば守られて

いない」、「守られていない」との回答が合計で 91％となっている。また、自転車を安全に

利用してもらうために必要な取り組みの問いに対しては、多い順に、「自転車レーンを設置

するなど自転車と歩行者を分離するよう道路を整備する」「警察が指導、取り締まりを強化

する」「児童や生徒に対して自転車安全教室を行う」との回答となっている。 

◯松野委員 過日、全国で初めて自転車の安全利用条例を制定した東京都板橋区にて担当

者から話を伺った。板橋区の特徴は、区長や地元警察署長らを初めとする委員で構成された

自転車安全利用推進委員会を設置しており、この中でいろんなことを決めているというこ

とや、条例の８条で、自転車利用者に対し指導または警告をすることができるとしているこ

とである。そこで、現在、本市において、(仮称)福岡市自転車の安全利用に関する条例の制



定に向け鋭意検討及びパブリックコメントが行われているが、現段階で板橋区のような委

員会の設置や指導または警告の検討があるのかないのか、またその理由について尋ねる。 

△市民局長 板橋区のような自転車安全利用推進委員会の設置についてであるが、本市で

はこれまでも地域や企業、警察、行政などで構成する福岡市交通安全推進協議会において自

転車安全利用の推進を重点目標に掲げ取り組んでいることから、新たな委員会の設置は予

定していない。次に、指導または警告についてであるが、自転車安全利用指導員等による指

導に関する規定を設け、警察などとも連携し、街頭での指導をしっかり行っていきたいと考

えている。なお、警告規定については、道路交通法に基づく公安委員会や警察の権限から法

的にも疑義があり、市条例に規定することは考えていない。 

◯松野委員 実は、板橋区に視察に行ったのは、板橋区の条例の特徴である指導、警告とい

う、強制力を持った成果について詳細を聞きたかったからであるが、結果として、担当者か

らは、この条例に定められた警告は結果的には区の職権の範疇を超えてしまって強制力を

発揮することはできないので一度も行ったことがないという答えで大変残念だった。実際、

警察が摘発をして告発するということが現実的にはどれだけ難しいことであるかという話

が中心となってしまった。そういう現状もあり板橋区では自転車対策が交通安全計画の最

重点課題と位置づけられており、今後の実効性の確保について、随分検討を重ねているとの

ことである。去る平成 24 年 10 月１日、モラル・マナー向上市民運動の日に、天神の歩道

で啓発活動に励んでいる関係者の様子を見学した。関係者の呼びかけに自転車をおりて押

してくれる市民もたくさんいたが、道路の反対側の歩道では、びゅんびゅんとかなりのスピ

ードで走り抜ける自転車も多く、このように、自転車対策の実効性が非常に難しいものだと

いうことを改めて感じた。また、中心市街地だけではなくて市域全体で自転車の安全利用の

実現となるとなおさらではないだろうか。板橋区の条例制定のきっかけは、ある事故であっ

た。坂道を下ってきた 31 歳の男性の自転車が横断歩道を渡っていた 38 歳の女性に衝突し

て、被害者の女性は頭を強打した。救急車で病院に運ばれたが、意識不明のまま２日後に頭

蓋内損傷により亡くなった。男性はペットボトルを手に持ったまま片手で自転車を運転し、

しかも下り坂をスピードを落とさずに走ってきたために女性を避け切れなかったというこ

とである。女性は当時、幼稚園児から小学校高学年まで４人のお子さんを持つ母親であった。

警察は当然、男性を道路交通法違反と重過失致死容疑で送検はしたけども、残念ながら、支

払い能力もなく、賠償保険にも未加入だったために遺族には何の補償もなかったというこ

とで、本当に不幸が重なって、残された遺族の気持ちを考えたときに察して余りある。この

ことから、交通事故を未然に防ぐための取り組みと同時に、万一に備え保険に加入し、補償

を担保することが大変重要なのではないかと思う。そこで、自転車保険には損害保険と賠償

保険がついたＴＳ保険、そのほかにもさまざまな自転車保険があると聞いた。どんな保険が

あるのか、今後、市民への告知、啓発にどのように取り組むのか尋ねる。 

△市民局長 自転車保険についてであるが、ＴＳマーク附帯保険のほか、損害保険各社から

個人賠償責任保険や傷害保険が販売されており、コンビニエンスストアや携帯電話から加



入できるものもある。これら保険の周知方策については、現在も自転車安全利用５則のチラ

シや自転車安全利用手引などに掲載しているが、さらに加入の促進につながるよう内容を

見直すとともに、周知を図っていきたいと考えている。加えて、現在検討している条例案に

は、自転車販売店に対し自転車購入者への保険情報提供に関する努力義務を課すことと、さ

らには市、利用者、保護者の責務規定にも保険加入に関する規定を設けることとしており、

保険加入の促進に取り組んでいきたいと考えている。 

◯松野委員 先日、警察庁は今後、悪質な自転車運転手について、安全講習の義務づけや、

必要があれば法制化も検討するということが報道されていた。現在、本市も条例制定に向け

取り組んでいるさなかではあるが、警察庁の自転車利用に関する懇談会で座長を務めた筑

波大学の吉田章名誉教授は、自転車取り締まり策の強化は非常に困難であり、教育現場や企

業での交通教育の強化が重要であると述べている。練馬区でも自転車利用者への安全教育

の徹底に力を入れていた。小学生を対象とした自転車運転免許教室で自転車の点検整備か

ら実技、交通ルールテストを行い、終了後には自転車運転免許証を発行している。さらに、

今後は新たに自転車の前かごに設置するプレート、これはまだ試作段階のものをもらって

きたが、このプレートを子どもに配布し、それを子どもの自転車の前かごに自分向けに取り

付けさせて、日ごろからこういうことが違反だとか、こういうふうに乗りなさいということ

を啓発するという教育の一環としての交通安全の徹底に取り組んでいた。今後、条例制定を

行うが、いかに実効性を高めていくのか市長に所見を求めて、この質問を終わる。 

△市長 自転車について、ルールとマナーをきちっと守って実践していけば、自転車という

のは市民にとって、身近で気軽に利用でき、健康にもいいし環境にも優しい、渋滞緩和にも

つながるというすばらしい乗り物である。このため、ルール・マナーを認識し、そして実践

をする市民がふえるということは、これは暮らしやすい福岡を実現する上でも非常に重要

であると考える。一方で、そういったルール・マナーを守らなければ、今、さまざまな話を

聞いたように、凶器にもなって人をあやめてしまうことすらあるという危険な乗り物とい

う認識をしっかり持たなければいけない。市民からも、自転車のルールはやっぱり何とかし

ないといけないというような話は私もしっかり聞いている。現在検討している自転車の安

全利用に関する条例案については、福岡市自転車の安全利用に関する条例検討委員会の提

言を踏まえて、歩行者の安全を確保するために、特に押し歩き推進区間をつくったり、今、

話があった交通教育の強化という点においても、市立の小、中、高における安全教育の義務

化、自転車安全利用指導員と推進員の配置による街頭指導の充実や強化ということを盛り

込むことにしている。今回の条例の制定を契機にして、交通取り締まりを担う警察とも一層

連携を深めながら、さらに自転車の安全利用の取り組みを実効あるものとしていくように

取り組んでいきたいと考えている。 

◯松野委員 次に、喫煙マナーについて尋ねる。いわゆる本市モラル・マナー条例において

路上禁煙地区が制定され、路上喫煙に対する市民や歩行者の意識にも変化が見られるよう

だが、一部、いまだに悪質に歩行中もしくはバイクで走行中に喫煙するという者もしょっち



ゅう見ている。そこで、23 年度のモラル・マナー経費の決算額、及び路上喫煙防止に向け

た主な活動、また、路上禁煙地区での歩行喫煙率の推移について尋ねる。 

△市民局長 まず、23 年度の路上喫煙防止を含めたモラル・マナー啓発事業費の決算額は、

約 7,800 万円余である。次に、主な活動については、路上禁煙地区を中心に、モラル・マナ

ー推進指導員による巡回指導や啓発を行うとともに、路面への表示や大通りへのバナーの

設置、ポスターの掲示などによる広報・啓発も行っている。歩行喫煙率の推移については、

路上禁煙地区の平均で条例施行前の平成 15 年５月は 3.1％であるが、平成 23 年 11 月では

0.2％と減少傾向が続いており、条例の効果が上がっているものと考えている。 

◯松野委員 路上禁煙地区以外での実態調査の有無と主な取り組みを尋ねる。 

△市民局長 路上禁煙地区以外での実態調査については、西新などの副都心で数年ごとに

歩行喫煙率の調査を行っている。また、主な活動については、ポスター掲示のほか、西新や

大橋、空港周辺などでは路面標示による周知・広報に重点を置いている。 

◯松野委員 先日、大阪市の環境局事業管理課の担当課長より、路上喫煙防止の取り組みに

ついて話を伺ってきた。大阪市では平成 19 年４月に路上喫煙の防止に関する条例を施行、

半年後の 10 月から路上喫煙禁止地区での過料 1,000 円徴収を開始した。その結果、23 年度

の過料処分件数は 6,255 件、徴収率 98.5％、路上喫煙率は全市平均 0.7％に対し禁止地区で

は 0.2％と確実に効果を上げている。本市では、先ほどの答弁のとおり、過料徴収するまで

もなく禁止区域での歩行喫煙は減少をしている。この大阪市の取り組みはおおむね市民か

ら評判がよく、喫煙禁止区域を拡大してくれという要望が大きくなってきているそうであ

る。その声を受けて検討した結果、費用対効果などの理由から、20 年度からたばこ市民マ

ナー向上エリア制度を開始した。これは、路上禁煙地区より緩やかな禁煙啓発エリアとして

地元団体が独自に場所を指定するというもので、特徴は、区ごとに企業、組合、商店街など

自分たちで啓発活動をやりたいと希望する団体、大阪市では現在、70 団体が既に登録をし

ているが、この団体を募って、自主的に啓発活動と禁煙啓発エリアの決定を行っている。大

阪市はその活動に対して、キャンペーンのときに市の職員を派遣したり、グッズを提供する

など後押しを行っており、大阪市の事業負担は年間 600 万円で済んでいるとのことであっ

た。さらに、地元が地域の禁煙啓発エリアを指定すると同時に商店街の広い道路や歩道に喫

煙スペースを設置し、大阪市が道路使用許可を行い、ＪＴが灰皿を提供し、地元が管理運営

するという試みも行っている。路上禁煙エリアを拡大しながら、一方で喫煙スポットをつく

るという、一見、矛盾しているようだか、おかげで路上喫煙禁止、啓発エリアへの喫煙者の

理解が進んでむしろスムーズに移行が行われているということで、そういう点では現実的

な対応だとも言えるのではないか。全市的な路上禁煙への啓発や、商店街で路上喫煙を禁止

してほしいという要望に対しても、今後、大阪市のように市民団体や企業を巻き込んで、地

域が主体的に啓発活動を行い、それを本市が支援すべきではないだろうか。そのほうが啓発

効果もより大きくなると思うが、所見を伺う。 

△市民局長 地域と一体となった取り組みや啓発活動については、質問にあった大阪市の



状況も大変参考になるので、今後、他都市の事例や状況などを調査していきたいと考えてい

る。 

◯松野委員 路上喫煙は、子どものやけどや、ポイ捨てなどによりまちの美観を損なうなど、

その影響は多岐にわたる。その中で、健康増進法により受動喫煙の防止があり、必要な措置

を講ずる必要がある。そこで、本市が商店街や事業主に対し分煙の啓発、推進をしているの

か尋ねる。 

△保健福祉局長 本市においては、受動喫煙防止対策として、飲食店や商店等が禁煙協力店

施設に登録し、室内禁煙、建物内禁煙等のマークを表示する本市禁煙協力店施設登録事業を

実施しており、現在、約 1,000 施設に登録してもらっている。 

◯松野委員 市役所及び区役所内の喫煙所と敷地内の屋外の喫煙所は何カ所あるか尋ねる。 

△財政局長 市役所本庁舎内の喫煙場所であるが、３階、５階、７階、８階、10 階、13 階

の各フロアの議会棟非常用エレベーター横に１カ所ずつ設置している。また、北別館の屋上

入り口前に１カ所の計７カ所である。屋外では、議会棟西側搬入口の外側及び北別館通用口

の西側奥、並びに本庁舎西側ふれあい広場南北の緑地にそれぞれ１カ所の計４カ所である。 

△市民局長 区役所内喫煙所と敷地内の屋外喫煙所の箇所数であるが、建物内喫煙所につ

いては、東区が２カ所、早良区が１カ所である。また、敷地内屋外喫煙所については、東区

が２カ所、博多区が３カ所、中央区が１カ所、南区が３カ所、城南区が２カ所、早良区が２

カ所、西区役所が２カ所となっている。 

◯松野委員 市役所及び区役所内喫煙所の分煙体制について、喫煙所ごとに尋ねる。 

△財政局長 市役所本庁舎内は、喫煙場所以外では禁煙とする空間分煙としている。各喫煙

所には、厚生労働省が定めた職場における喫煙対策のためのガイドラインにある、喫煙室へ

向かう気流の風速を毎秒 0.2 メートル以上とすること、これを満たすように大型の換気扇を

設置し、さらに、議会棟非常用エレベーター横の喫煙所においては、カーテンで仕切りをし

て喫煙所の外に煙が漏れないように配慮しているところである。 

△市民局長 区役所内喫煙所の分煙体制について、喫煙所がある東区役所及び早良区役所

については、庁舎内は喫煙場所以外では禁煙とする空間分煙としており、それぞれ空気清浄

機、換気扇及びカーテン等を設置し、喫煙所の外に煙が漏れないように配慮している。 

◯松野委員 市役所内の分煙について、行政内の分煙体制の現状についての認識を伺う。 

△保健福祉局長 本市においては、たばこの煙から市民の健康を守るために、社会全体で取

り組むべき行動の指針として、本市たばこ行動指針を平成 16 年３月に策定している。同指

針においては、市庁舎、市施設等公共施設については、受動喫煙防止のために、当該施設内

での喫煙を全面的に禁止することとしている。やむを得ず喫煙場所を設ける場合は、たばこ

の煙や臭いが喫煙場所以外に漏れないようにすることとしているが、現在の市役所内の分

煙体制は不十分であると認識している。 

◯松野委員 今、分煙体制は不十分であるという認識であるが、最近、大阪市や北九州市な

ど大都市や多くの市町村において、屋内完全禁煙がトレンドとなってきている。北九州市は、



公務員の職務規定の観点から館内完全禁煙を行っており、環境美化や健康増進など行政の

率先垂範が求められる中で、受動喫煙防止は努力義務とはいえ、本市役所内での公共のオー

プンスペースにカーテンで仕切るだけの分煙体制は不十分ではないだろうか。たばこを吸

わない人も煙を吸わされるため、今後、市役所内喫煙所においても、空港や駅施設に見られ

るような完全分煙の喫煙スペースをつくるべきではないか、所見を伺う。 

△保健福祉局長 市役所内の分煙については、平成 22 年２月に国により通知があり、今後

の基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については全面禁煙であるべ

き、少なくとも官公庁や医療施設においては全面禁煙とすることが望ましいとしているが、

この通知後、他都市においては、分煙から一歩進め、全面禁煙に移行する動きが広がってい

る。このような状況も踏まえ、市役所内の喫煙所のあり方については、検討していきたい。 

◯松野委員 私も 45 歳を目前にしてたばこをやめたが、やめて初めて、たばこを吸わない

人にとってたばこの煙がどんなものであるかということが理解できた。たばこを吸う人も

吸わない人も気持ちよく過ごせるよう、今後もマナー向上に取り組んでもらいたい。次に、

地域の渋滞緩和策について尋ねる。南区を初め市内各所においてなかなか解消されない慢

性渋滞。公共交通機関が充実していればいいのだが、そうでない地域では多くの沿線住民の

長年の悩みの種である。そこで、南区の渋滞解消、緩和策について尋ねる。まず、23 年度

は市内の渋滞緩和策としてどのような取り組みが検討され、実施されたか尋ねる。 

△道路下水道局長 本市の渋滞対策については、骨格となる国道や都市高速道路、またそれ

にアクセスする道路等の整備により放射環状型ネットワークの形成による交通の分散化や

ボトルネックとなる交差点の改良、公共交通利用促進などに取り組んでいる。23 年度は、

福岡外環状道路や都市高速道路などの主要幹線道路や、それらにアクセスする長浜太宰府

線などの幹線道路の整備を進めるとともに、路線バスの運行頻度が高い二車線道路におい

てはバスの停車が渋滞の要因となっているため、停車スペースであるバス停カットの検討

を行っている。また、福岡外環状道路を活用したバス路線の試行運行など、公共交通機関の

利用を促す取り組みについても進めている。 

◯松野委員 23 年度に公安委員会が市内に歩車分離式信号機を設置した箇所数と、県警の

設置方針を尋ねる。 

△市民局長 福岡県警察によると、23 年度に本市内に設置された歩車分離信号は９カ所で

ある。また、設置方針についてであるが、警察庁指針では、公共施設の付近等において交通

の安全を確保する観点から要望があった場合、交通量が多く、安全性向上と交差点処理能力

の改善を図ることができると認められる場合、そのほか、事故が過去２年間で２件以上発生

している場合などのいずれかに該当する場合は導入を検討するものとされており、福岡県

警察でも計画的に設置を進めているとのことである。 

◯松野委員 交通事故防止の観点ということだが、博多大丸の横の信号も歩車分離になっ

て随分、自動車の信号待ちが短くなったなと実感しているが、市内の慢性渋滞ポイントにつ

いて定点調査などを行っているのか尋ねる。 



△道路下水道局長 渋滞ポイントでの定点調査については、20 年度から 23 年度を計画期

間として道路整備の考え方をまとめた福岡市道路整備アクションプランにおいて、成果指

標の一つに本市管理道路を対象とした渋滞交差点の箇所数を位置づけており、その渋滞交

差点において、プラン策定前とプラン最終年度に渋滞長や通過時間の調査を行っている。 

◯松野委員 同プランにおいて、市内主要渋滞箇所数が明記しているが、23 年度の結果は

どうなっているのか尋ねる。 

△道路下水道局長 市内の主要渋滞箇所については、重点的に渋滞対策を行うため国や県、

市などで平成 17 年に策定した福岡県新渋滞対策計画においては、渋滞長 800 メートル以上

もしくは通過時間８分以上を渋滞ポイントの基準とし対策に努めている。選定された本市

管理の渋滞交差点を福岡市道路整備アクションプランの成果指標とし、プラン策定時に 22

カ所あった渋滞交差点を 10 カ所に減少させることを目標としていたが、プラン最終年度で

ある 23 年度の調査によると、５カ所まで減少している。 

◯松野委員 22 カ所が５カ所に減少したということだが、その中に南区の柏原交差点は含

まれているのか尋ねる。 

△道路下水道局長 柏原交差点については、福岡市道路整備アクションプランの成果指標

に位置づけられた渋滞交差点の一つであり、17 年度の調査において最大渋滞長が 800 メー

トル、最大通過時間が８分であったが、その後の福岡外環状道路の四車線供用や都市高速道

路の延伸などの効果もあり、23 年度の調査では最大渋滞長 200 メートル、最大通過時間６

分となり、渋滞の改善が図られたと考えている。 

◯松野委員 先日、地元の住民に、柏原の交差点は渋滞が改善されたらしいと言ったら、皆、

失笑していた。平成 20 年の一般質問で花畑地域の交通渋滞解消について、野間花畑線の改

善を具体的に求めて質問を行った際に答弁をもらったが、今現在、どれも実現をしていない。

これは甚だ遺憾である。花畑地域の交通渋滞解消について、現状と見通しを尋ねる。また、

平成 23 年に渋滞解消のため柏原交差点に歩車分離式信号機の設置も要望した。これも実現

しておらず、現状と見通しを尋ねる。 

△道路下水道局長 花畑地域の交通渋滞解消については、交差点の改良とバス停カットの

整備に取り組んでいる。まず、交差点の改良だが、福岡外環状道路と市道野間花畑線とが交

差する免許試験場入り口交差点の改善について、20 年度より右折レーンの設置を目的とし

た交差点改良に着手しており、現在、整備に向けた用地交渉を進めている。次に、バス停カ

ットの整備について、自動車免許試験場前バス停において 21年度より着手しており、現在、

整備に向けた用地交渉を進めている。引き続き地権者の協力を得た上で、早期に改良工事へ

着手できるよう取り組んでいく。次に、柏原交差点の歩車分離式信号機について、交通管理

者である福岡県警に確認したところ、歩車分離の対策が必要な交差点の一つとして検討が

されていると聞いている。現況であるが、福岡県警においては、他の要望箇所も含め現地の

調査を行い、優先順位も考慮しながら取り組んでいくと聞いているが、柏原交差点について

は 24 年度の設置は難しいとのことである。 



◯松野委員 用地の取得や民地の活用などさまざまな要素があるということは十分理解を

する。担当者の尽力にも感謝するが、現地の住民は一つも改善が進んでいないという現状に

大変いら立っている。そこで、平成 17 年当時、渋滞の最大の長さが 800 メートル、もしく

は交差点を通過する時間に最大８分以上、どちらかにかかれば渋滞であるという箇所が市

内に 22 カ所あったということで、これを区ごとに何カ所あるかというものを紹介するが、

東区が雁ノ巣レクセンターと二又瀬の交差点の２カ所のみである。博多区が音羽、簑島、弓

田の交差点の３カ所、中央区が天神橋口、天神、赤坂、小笹北、那ノ川の交差点の５カ所、

何と南区は 22 カ所中８カ所ある。これはやはり公共交通機関が少ないということが理由か

なと思っているけども、城南区は長尾一丁目の交差点の１カ所、早良区が脇山口、早良口、

新開橋の交差点の３カ所、西区に至っては１カ所もない。西区は渋滞がない区であり、大変

いい区だなと思う。この中で、先ほど局長は交差点の渋滞の解消が進んで 22 カ所から５カ

所に減ったと言ったが、残り５カ所は天神橋口、天神交差点とあとは全部南区の老司、やよ

い坂、屋形原の交差点であり、渋滞が解消していない地域である。柏原の交差点は渋滞が改

善されたとのことであるが、その交差点は何にも改善できていないのになぜ渋滞が解消し

たのかと聞いたら、それは近くに外環状道路ができて車がそちらに迂回するようになった

効果だと思っているとのことであった。屋形原もやよい坂も、柏原の隣の交差点である。そ

の効果が出ているのならば、やよい坂と屋形原も解消しているはずなのに、全然解消してい

ないということは、その効果の信用性が薄いということになるのではないかと感じている。

柏原地域は、路線バスの本数も少なく、通勤や通学の送り迎えなどに自家用車の利用が不可

欠である。しかし、一向に解消されない幹線道路の慢性的な渋滞がどれだけ毎日、沿線住民

の貴重な時間を奪っているのかと思う。市街地ならいざ知らず、隣の校区に移動するだけで

多くの時間を費やしている。いつまでに何をするのか、ここではっきりと決意を伺う。 

△道路下水道局長 指摘の渋滞対策については、福岡外環状道路などの幹線道路のネット

ワークの形成による交通の分散化を図ることを基本としているが、それに加えて、局所的な

対策も必要と考えており、20 年度から用地買収等を進めて交差点の改良に取り組んでいる。

これは、用地交渉については相手もあることであるし、いつまでという明確な答弁はできな

いが、一日も早く渋滞が改善できるように取り組んでいきたいと考えている。 

◯松野委員 本当に遅いと思う。次に、福岡都市高速野多目インターの出口も慢性渋滞のポ

イントである。高速利用者は毎回 600 円もの高い通行料を払っているのに、毎度、最後の

出口が渋滞するために、「お金払いよるのに何でこげん渋滞するとかいな」と感じている。

また、沿線住民は毎回この渋滞の巻き添えを食って、都市高ができたのにかえって地域が渋

滞するようになったと感じており、せっかくの大事業が、市民の満足感の向上に全くつなが

っていないということを大変残念に思っている。以前にも、がんセンター入り口交差点の渋

滞対策について先輩議員が質問したが、その後の取り組みについて、あわせて今後の渋滞解

消への取り組みについて尋ねる。 

△道路下水道局長 指摘のがんセンター入り口交差点については、何度もそういう意見を



伺っている。交差点の改良については、都市高速道路の橋脚との関係があり、なかなか物理

的に難しいということもあるので、福岡県警や国と協議し、６月に福岡外環状道路の車両が

より多く流れるように信号の調整がなされたということである。今後については、平成 24

年 10 月末ごろに実施する交通状況調査を踏まえ、信号調整の効果を検証し、県警や国と対

応を協議し、また、本市においても何らかの改善策ができないか検討していきたいと考えて

いる。 

◯松野委員 渋滞解消に時間を要するなら、情報を小まめに発信して市民の理解を得るこ

とが必要だと思う。例えば、地域によく信号機を設置してほしいという要望があるが、この

信号機の設置の可否に関しても、通常の信号機の定周期式や歩車分離式を問わず、警察の判

断で決まってしまうが、本市の役割は警察の判断に委ねるだけではなく、どうしても信号機

の設置ができないのなら、次善の策をどうするかなど、どうすれば地域住民の要望が実現す

るのか、市民の側に立って、市民の声を聞きながら最後まで責任感を持って取り組んでほし

い。今後、地域の渋滞解消が一日も早く進展するよう決意を伺い、この質問を終わる。 

△道路下水道局長 渋滞対策については、幹線道路の整備や交差点改良など総合的に取り

組んでおり、今後とも事業中の道路整備やバス停カットの整備などをしっかりと進めると

ともに、将来的には、現在事業に着手していない都市計画道路の整備などについても、地域

の皆様の理解を得ながら取り組んでいきたいと考えている。なお、信号機にかかわる要望に

ついては、地域の状況に応じて、県警とも協議をしっかりと行っていきたいと考えている。 

◯松野委員 よろしくお願いしておく。最後に、子ども医療費助成制度について尋ねる。23

年度子ども医療費助成事業の小学校就学前における予算額と決算額について、及び受診件

数、１件当たり助成額、１人当たり助成額について尋ねる。 

△保健福祉局長 助成額については、予算額 35 億 5,070 万円余に対し決算額 36 億 5,277

万円余となっており、不足額については、小学生の入院医療費から充当している。受診件数

については、約 112 万 7,000 件の見込みに対し実績は約 116 万 2,000 件、１件当たり助成

額については、3,152 円の見込みに対し実績は 3,143 円、１人当たりの助成額については、

４万 365 円の見込みに対し実績は４万 1,789 円となっている。 

◯松野委員 次に、小学校就学前における医療費助成について、過去５年と比較し、対象者

数と決算額の増減、傾向について尋ねる。 

△保健福祉局長 対象者については、18 年度７万 9,445 人、23 年度８万 7,409 人であり、

５年間で 7,964 人、約 10％の増加となっており、今後も引き続き増加するものと見込んで

いる。助成額については、18 年度 20 億 7,659 万円余、23 年度 36 億 5,277 万円余となって

おり、５年間で 15 億 7,618 万円余、約 76％の大幅な増加となっている。これは、19 年度

に小学校就学前の通院及び入院に係る医療費を全額自己負担なしと改正したことによるも

ので、今後も引き続き増加するものと見込んでいる。 

◯松野委員 小学生の入院費について、23 年度の予算額と決算額、及び１件当たり助成額

と１人当たり助成額について尋ねる。 



△保健福祉局長 小学生の入院費に係る助成額については、予算額４億 6,488 万円余に対

し決算額１億 8,730 万円余となっている。１件当たり助成額については 13 万 1,064 円の見

込みに対し実績は８万 8,270 円、１人当たり助成額については 6,056 円の見込みに対し実績

は 2,966 円となっている。 

◯松野委員 小学生の入院費について、24 年度の予算額を尋ねる。 

△保健福祉局長 24 年度の小学生の入院に係る予算額は１億 6,170 万円余となっている。 

◯松野委員 23 年度予算と決算額に対し、24 年度の予算額が減少している理由は何か。 

△保健福祉局長 24 年度の小学生の医療費に係る予算額が 23 年度の決算額を下回ってい

る理由であるが、助成対象者のうち社会保険加入者については、23 年度までは保険者が負

担すべき高額療養費を含め、一たん自己負担額全額を医療機関に支払い、高額療養費分は後

日、返還していたが、24 年度から審査、支払い事務の見直しを行ったことによりあらかじ

め高額療養分を差し引いて支払うことができるようになったため、その影響額を考慮した

ものである。 

◯松野委員 今、答弁があったように、高額療養費の払い戻しが本市の財政にとってもアド

バンテージとなって負担軽減につながり当初の予算を下回っていると思う。本市では、小学

校入学前児童への医療費助成に加え、平成 23 年１月から小学校１年生から６年生までの入

院費を全額助成する子ども医療費助成制度を新たにスタートさせた。開始から間もなく２

年を迎えるが、この間、市民からどのような声や評価が寄せられているのか、尋ねる。 

△保健福祉局長 市民からの声では通院に係る医療費の助成対象者を小学生まで拡大して

ほしいという意見が３件寄せられているが、23 年度に総務企画局が実施した福岡市新基本

計画の成果指標に関する意識調査の結果では、本市が子育てしやすいと思われる理由とし

て、子どもの医療費負担が無料を選んだ方が 55％と最も多く、また、21 年度 44％、22 年

度 49.8％と増加傾向となっており、一定の評価を受けたものと考えている。 

◯松野委員 全政令市の中で小学生以上の通院費用において何らかの助成を行っている市

は何市か。逆に、何も行っていない市について、市名で尋ねる。 

△保健福祉局長 小学生以上の通院費用に対し何らかの助成を行っている市は 15 市であ

る。また、行っていない市は、本市を含め札幌市、岡山市、広島市、北九州市の５市である。 

◯松野委員 何も行っていない市が５市ということであるが、広島市は、発達障がい児に対

しては通院費の助成を行っているとのことである。現在、入院費用の助成については、中学

生までほとんどの政令市が何らかの助成を行うようになり、中でも、さいたま市、名古屋市

は就学前より義務教育終了まで、通院、入院ともに自己負担なしの助成事業を行っている。

全国的に見ても、数多くの市町村が子どもの医療費助成に積極的に取り組み、通院も入院も

どちらとも助成を行うほうがむしろ標準化しつつあるように感じる。さいたま市、名古屋市

のような大都市のみならず、多くの市町村が子ども医療費の無料化に取り組んでいるが、そ

の背景について本市はどのように認識しているのか、所見を伺う。 

△保健福祉局長 本市の子ども医療制度は、昭和 48 年に乳幼児の医療費を助成することに



よりその保健の向上を図り、もって乳幼児を健やかに育成することを目的として開始され

たものであり、少子高齢化の進展という社会状況の変化の中で、安心して産み育てられる環

境づくりの一環として順次、対象年齢の拡大を図ってきている。他都市においても、同様の

理由から、子ども医療費助成事業に取り組んでいるものと認識している。 

◯松野委員 本市の 18 歳以下の子どもの数について、また、国民健康保険料滞納による資

格証明書発行世帯における 18 歳以下の子どもの数について尋ねる。 

△保健福祉局長 平成 24 年７月末時点における本市の 18 歳以下の子どもの数は約 24万人

で、国民健康保険料の滞納による資格証明書交付世帯のうち 18歳以下の子どもの数は 1,503

人となっている。 

◯松野委員 資格証世帯に 1,500 人を超す子どもがいるということで、国は資格証世帯の

高校生以下には短期保険証を交付すると是正し、子どもの医療の安心確保が進んだ。しかし、

実態としては、家計が深刻であればあるほど、よほどのことがなければ受診をためらってし

まうのではないだろうか。少子化対策としての子育て支援策が徐々に進んでいるが、基本的

に、子どもを心身ともに健やかに育てるため、家庭や親の事情、地域による施策の違いなど、

子ども自身は環境を選べないのであるから、それらを理由に子どもの医療に差があっては

ならないと考える。多額の自主財源を要するなど市町村により事情の違いはあるにせよ、子

ども医療費の拡充が進まない理由は財政上の問題だけとは言い切れないのではないか。先

日、視察した大阪市では、こども健やか医療費助成制度において、新たに平成 24 年 11 月

より、これまでの就学前までの助成に加え、小学校１年生から中学校３年生まで、一気に義

務教育終了まで通院に係る医療費助成を始める。通院２回まで１回 500 円、合計 1,000 円

を上限とする一部自己負担はあるものの、医療費助成拡充に伴う影響額は約 15 億円に上る

と試算されており、25 年度以降の全事業は 75 億円にも上るそうである。人口 230 万人の

大阪市が抱える財政課題は本市以上に深刻であり、現在、スピード感を持って財政改革に取

り組む中、子育て支援と子ども医療費の重要性に鑑み大阪市長が政治決断をし、まさにビル

ド・アンド・スクラップで事業費捻出に取り組んでいた。それほどこの取り組みは、市の市

民への思いを象徴するメッセージとして大切な事業なのではないだろうか。今後、本市にお

いても、子ども医療費の通院における学年拡大に取り組むべきだと考えるが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 子どもの医療費助成拡大については、平成 23 年１月から入院医療費につ

いて小学校６年生まで無料化したところである。本市においては、こども未来局を中心にさ

まざまな子ども施策に取り組んでおり、さらなる拡大については、周辺市町村も含めた他都

市の動向、他の子ども施策との関連や財源などを踏まえ、関係局とも十分協議しながら検討

していきたい。 

◯松野委員 最後の質問だが、「子どもが成人するまでの経済的負担はどうか家庭が抱えて

ください、そして、社会に出たら多くの高齢者を少ない子どもが支えるために費用負担して

社会貢献してください。」結果的にそのような姿勢では、超少子高齢化の時代に安心して子

を産み育てることはできない。とりわけ若い世代が多く集まる本市では、相対的に所得が少



なく、待機児解消も思うように進まない現況では多くの家庭で家計に占める子育てへの支

出は大変なはずで、本市も他都市のようにそこにしっかり応えるべきではないか。答弁にあ

ったように、市民からは子育てしやすい理由として子ども医療費助成による経済的負担軽

減が 55％と最も高い評価を受けており、子育て支援策の中でも子どもが元気に成長するた

めの医療費助成策は最も重要であると考える。安心して産み育てられる環境づくりを標榜

する高島市長に今後の取り組みについて所見を伺い、私の質問を終わる。 

△市長 本市においては、子育て家庭への経済的な支援として、子ども医療費助成のほか、

児童手当の支給、幼稚園就園奨励金、第３子優遇事業などを実施するとともに、待機児童解

消に向けて、保育所整備の推進や多様な保育サービスの充実など、安心して産み育てられる

環境づくりを推進しているところである。子ども医療費の助成事業は、子育て家庭への支援

策の大きな柱の一つであると考えている。さらなる拡大については、他の子育て支援策との

関連や財源の問題も踏まえながら検討を進めていきたいと思う。今後とも子育て家庭への

支援にしっかり取り組むとともに、次世代を担う子どもたちが生き生きと笑顔があふれ、元

気に育つ環境づくりを進めていきたいと考える。 

 


